
提案基準○Ｓ 学校 
 

 学校教育法に規定する学校（大学、専修学校及び各種学校を除く。）を建築する場合の提案基準

は、申請の内容が次の各項に該当するものとする。 

 基準の内容 

１．当該施設の設置及び運営が国の定める基準に適合するもので、本市における教育施策の観点
から支障がないことに関して、関係部局の確認がとれたものであること。  

 
２．当該開発行為等が、本市の総合計画、都市計画等の実現に支障を及ぼさないものであること。 
 
３．当該施設の敷地が接する前面道路は、次のとおりとする。 
（１）敷地面積が１，０００㎡以上の場合にあっては、幅員が９m以上であること。ただし、敷
地から所定の道路までの区間の幅員（当該開発行為等による拡幅整備後を含む。）が６ｍ以上

のときは、当該前面道路に沿って当該前面道路の反対側の境界線から幅員９ｍ以上を道路と
して拡幅整備すれば足りる。 

（２）敷地面積が１，０００㎡未満の場合にあっては、幅員が６m以上であること。ただし、敷
地から所定の道路までの一定区間の幅員（当該開発行為等による拡幅整備後を含む。）が４ｍ
以上のときは、当該前面道路に沿って当該前面道路の反対側の境界線から幅員６ｍ以上を道
路として拡幅整備すれば足りる。 

 
４．当該施設の排水は、公共用水域に放流できるものであること。 
 
５．区域内には、１ｈａ未満の区域面積においては敷地面積の２０％以上、１ｈａ以上の区域面
積においては敷地面積の３５％以上の緑地を確保すること。 

 
６．当該土地が農地であるときは、農地転用の許可が受けられるものであること。 

 
審査上の留意点 
（１）教育施策の主管課は、次のとおりである。 
   神 奈 川 県 ： 県民部 学事振興課 
   大和市教育委員会 ： 教育総務部 学校教育課 
（２）基準１における「設置及び運営が国の定める基準に適合するもの」とは、当該施設の設置

が、神奈川県私立学校審議会において、設置計画の承認が得られる見込みであるもの、又は

神奈川県私立学校所管部局において校地校舎等の変更届を受理される見込みのあるものをい

う。 
（３）基準２に関して、都市計画施設の計画区域を含むものにあっては、将来の施設整備に支障

とならない計画であるものを取扱う。 
（４）基準３における「所定の道路」とは、車両（軽自動車以上）が２方向以上に分散、待機及

び迂回ができる幅員６ｍ以上の道路をいう。 
（５）基準３．（２）における「一定区間」とは、敷地から所定の道路まで、概ね１２０ｍ以内の

区間をいう。 
 
 
 


